
株 主 各 位

第13期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）

ＧＭＯリサーチ株式会社

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.gmo-research.jp/）に掲載し、株主の皆様に提供しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
　　連結子会社の数　　　　３社
　　連結子会社の名称　　　GMO RESEARCH PTE.LTD.

技慕驛動市場調査（上海）有限公司
GMO RESEARCH PRIVATE LIMITED

（２）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（３）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
該当事項はありません。

（４）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、GMO RESEARCH PRIVATE LIMITEDの決算日は３月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を作成
し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。そ
の他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

（５）会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産
仕掛品　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

法）を採用しております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　３年～６年
工具、器具及び備品　　　　４年～15年
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用期間（２年～５年）に基
づいて定額法で償却しております。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えて、将来の支給見込額の当連結会計年度負担額を計上して
おります。

ハ．ポイント引当金
　会員に付与したポイントに備えるため、翌連結会計年度以降に利用される可能性のあ
るポイントに対し、利用率及び単価を勘案して費用の見積額を計上しております。

④重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務及び外貨建預金は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における換算差
額調整勘定に含めて計上しております。

⑤その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜処理によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
　　該当事項はありません。
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４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 76,348千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度期末
株式数
（株）

普通株式 28,384 1,648,616 － 1,677,000
（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
１．平成26年７月１日付株式分割による増加　　　　1,390,816株
２．公募増資による増加　　　　　　　　　 　　　　　257,800株

（２）自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度期末
株式数
（株）

普通株式 1,372 53,998 3,320 52,050
（変動事由の概要）

普通株式の増加数と減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
１．平成26年7月1日付株式分割による増加　　　　　　 53,998株
２．取締役会決議による自己株式の処分による減少　　　  3,320株

－ 3 －

連結注記表



（３）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配当金の

総額
（千円）

１株当た
り配当額
(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年３月20日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 54,429 2,015 平成25年12月31日 平成26年３月24日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
ものは次のとおり決議を予定しております。

決 議 予 定 株式の種類配当の原資
配当金の

総額
（千円）

１株当た
り配当額
(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年３月18日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式利益剰余金 59,375 36.54 平成26年12月31日 平成27年３月19日

（４）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数
　普通株式 25,500株

６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、必要な資金を自己資金及びリースにより調達しております。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。信用リスクに対し
ては、当社グループの与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。
　敷金及び保証金は、本社オフィス等の賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リス
クに晒されておりますが、賃貸借契約締結に際し差入先の信用状況を把握しております。
　営業債務である買掛金・未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
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③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　平成26年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：千円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 680,879 680,879 －
(2) 売 掛 金 479,910 479,910 －
(3) 敷 金 及 び 保 証 金 18,116 18,119 3

資 産 計 1,178,906 1,178,909 3
(1) 買 掛 金 91,633 91,633 －
(2) 未 払 金 68,766 68,766 －
(3) 未 払 法 人 税 等 99,772 99,772 －

(4) リ ー ス 債 務
（１年以内返済予定含む） 30,890 30,805 △85

負 債 計 291,063 290,977 △85

（注）金融商品の時価の算定方法
資　産
（1）現金及び預金（2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

（3）敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価については、そのキャッシュ・フローを国債の利回りを基礎と

した合理的な割引率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債
（1）買掛金（2）未払金（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

（4）リース債務
新規に同様のリース取引等を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

（３）金融債権の連結決算日における償還予定日
（単位：千円）

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

５ 年 超
1 0 年 以 内 1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 680,879 － － －
売 掛 金 479,910 － － －
敷 金 及 び 保 証 金 － 18,116 － －
合 計 1,160,790 18,116 － －

（４）リース債務の連結決算日における返済予定額
（単位：千円）

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

リ ー ス 債 務
（１年以内返済含む） 13,746 10,116 3,248 1,918 1,045 816

７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たりの純資産額 670円79銭
（２）１株当たりの当期純利益 91円34銭

(注)当社は、平成26年７月１日付で普通株式１株につき50株の株式分割を行っております。当連
結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当た
り純資産を算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式
　　移動平均法による原価法を採用しております。

　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛品
　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ法）を採用し

ております。

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　　３年～６年
工具、器具及び備品　　　　　　　　４年～15年

②無形固定資産(リース資産を除く)
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用期間（２年～５年）に基づ
いて定額法で償却しております。

③リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

②賞与引当金
　　従業員の賞与の支給に備えて、将来の支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。
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③ポイント引当金
　会員に付与したポイントに備えるため、翌期以降に利用される可能性のあるポイントに
対し、利用率及び単価を勘案して費用の見積額を計上しております。

２．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務及び外貨建預金は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　　税抜処理によっております。

４．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度において区分掲記しておりました流動資産の「立替金」、流動負債の「未払消費
税」は、金額的重要性が乏しいため、「その他」に含めて表示しております。
　なお、「その他」に含まれる「立替金」、及び「未払消費税」の金額はそれぞれ14,712千
円、及び29,802千円であります。

　有形固定資産に対する減価償却累計額は、前事業年度まで各資産科目に対する控除科目とし
て掲記していましたが、明瞭性を高めるため、当事業年度より各資産の金額から直接控除し、
その控除残高を各資産の金額として表示する方法に変更するとともに、当該減価償却累計額を
注記することに変更しています。
　なお、当事業年度を前事業年度と同様の方法によった場合の貸借対照表の表示ついては、次
のとおりとなります。
　建物　　　　　　　　　  6,242千円
　工具、器具及び備品　　28,408千円
　リース資産　　　　　　76,059千円
　減価償却累計額　　　△75,756千円
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５．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 75,756千円

（２）関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。
関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権　　　　　　36,444千円
短期金銭債務　　　　　　18,643千円

６．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引は次のとおりであります。

営業取引による取引高の総額
売上高　　　　　　　　　19,894千円
売上原価　　　　　　　　66,472千円
販売費及び一般管理費　　48,848千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 1,372株 53,998株 3,320株 52,050株
（変動事由の概要）

普通株式の増加数と減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
１．平成26年７月１日付株式分割による増加　　　　　　 53,998株
２．取締役会決議による自己株式の処分による減少　　　　 3,320株
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８．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
賞与引当金 987千円
未払事業税 7,953千円
ポイント引当金 75,504千円
未払費用 13,771千円
小計 98,218千円
評価性引当額 －
繰延税金資産（流動）合計 98,218千円

繰延税金資産（固定）
減価償却超過額 1,358千円
資産除去債務 1,201千円
貸倒引当金 1,479千円
小計 4,039千円
評価性引当額 △ 2,681千円
繰延税金資産（固定）合計 1,358千円
繰延税金負債（固定）
資産除去債務に対応する除去費用 △ 351千円
繰延税金負債（固定）合計 △ 351千円
繰延税金資産（固定）の純額 1,006千円

（２）法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布
され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなり
ました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効
税率は、平成27年１月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、従来の
38.01%から35.6%に変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延負債の金額を控除した金額）が6,598千円減少し、当
事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が6,598千円増加しております。
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９．関連当時者との取引に関する注記
　兄弟会社等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資本金又は
出 資 金
（ 千 円 ）

事 業 の
内容又は
職 業

議 決 権 の
所 有
（被所有）
割 合(%)

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額
（千円）

科 目 期末残高
（千円）

親会社の
子会社

ＧＭＯ
クリック
証券株式
会社

東京都
渋谷区

4,346,66
3

金融商品
取引業 － 役務の

提供

インター
ネットリ
サーチサ
ービスの
販売

27,060 売掛金 29,224

　(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税
等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般取引条件を参考に協議の上決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）1株当たり純資産額 678円87銭
（2）1株当たり当期純利益 97円93銭

　　(注)当社は、平成26年７月１日付で普通株式１株につき50株の株式分割を行っております。当
事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産を算定しております。

－ 11 －

個別注記表


